
自動車単体対策及びエコドライブの推進自動車単体対策及びエコドライブの推進

課題

● 我が国におけるＣＯ２排出の約２割
が自動車起源

● 自動車の燃費改善等

・ 燃費基準を前倒し達成しつつある
乗用車及び小型貨物車について、
新たに燃費基準を策定すべく交通
政策審議会での検討を開始する等
により、自動車の燃費改善等を促進

● 大都市圏におけるＮＯｘ・ＰＭの約６割
が自動車起源

● ＥＭＳ（エコドライブ管理システム）の推進

・ トラック等の運行において、エコドライブを計画的かつ継続的に
推進するとともに、その運行状況の指導等を一体的に行う取組み
（ＥＭＳ）を全面的に導入

● 自動車グリーン税制の見直し
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・ 自動車グリーン税制について所要の見直しを行った上、より環境
性能に優れた自動車の普及を推進

ＰＭ（粒子状物質）
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◇ 自動車の燃費改善、エコドライブの普及等により、地球温暖化対策、大気汚染対策を強力に推進
◇ 自動車環境技術の開発・普及促進により、世界をリード。環境と経済の両立をめざす。

地球温暖化問題地球温暖化問題

大都市を中心とした大気汚染問題大都市を中心とした大気汚染問題

一連の運行状況の評価

データ

○○事業所

運行管理者による指導

研修・講習会

ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞｾﾐﾅｰ

運行スタート

・運行の目標値
（急加速の制限
等）の設定
・経路選択

急発進・急加速等の防止、
アイドリングストップ装置の活用

加速度オーバー！
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＜ガソリン乗用車
新車燃費平均値の推移＞

2010年度目標値

最適な経路選択
→渋滞回避

ＮＯｘ（窒素酸化物）
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◇道路政策によるCO2排出削減
目標の設定
・CO2排出削減を道路政策の大きな柱
とし、京都議定書目標達成計画を
着実に推進するために、2008年
から2012年の中間年である2010年
までに、約800万t-CO2/年(※)を
削減
※今後、2010年までに自動車交通需要の
拡大とこれに伴う渋滞によるCO2排出量
の増加分（約800万t-CO2/年）を解消
※東京都、神奈川県、埼玉県のほぼ全域
に植林する効果に相当

道路政策における『CO2削減アクションプログラム』の策定･実施
道路政策における道路政策における『『COCO22削減アクションプログラム削減アクションプログラム』』の策定･実施の策定･実施

京都議定書目標達成計画の着実な推進に向けて

◇ 目標達成のため、道路政策によるCO2排出削減目標を設定

◇ 2012年までに、主要渋滞ポイント約1,800箇所等を緊急対策

◇京都議定書の発効及び京都議定書
目標達成計画の策定
・目標達成（2008年から2012年の間に、
1990年比-6%）のためには、より効率的
な自動車交通を実現する道路政策の推進
が必要不可欠

◇運輸部門におけるCO2排出量の現状
・運輸部門でのCO2排出量削減のためには、
大きなウエイト（※）を占める自動車か
らの排出量削減対策が急務
※CO2総排出量のうち、運輸部門の排出
量は21%、その約9割が自動車からの排
出量

◇ヒートアイランド対策大綱の策定
・「ヒートアイランド現象」が都市環境問
題の一つとしてクローズアップされてお
り、現象の緩和に向けた総合的な取り組
みが必要不可欠

＜今後の課題＞
道路政策によるCO2排出削減効果を明ら
かにするとともに、その体系的かつ着実
な推進が必要

背 景・課 題
環七立体交差化前後での国道357号の状況

整備前 整備後

施策のポイント・効果

◇『CO2削減アクションプログラム』
の推進

～2012年までに緊急的な道路政策を実施～

○渋滞がなくスムーズに走れる道路の実現
・環状道路等CO2排出抑制効果の高い
道路整備の重点化
・主要渋滞ポイント対策（約1,800箇所）
・ボトルネック踏切を含む踏切対策

（約540箇所）

○自動車交通の運用の効率化
・ITS（高度道路交通システム）

の活用 等

○人と車のかかわり方の再考
・エコドライブキャンペーン等の実施

○道路空間の活用・工夫によるCO2の削減
・道路緑化の質的・量的拡充
・保水性舗装など路面温度を低下させる
舗装の導入促進
・道路空間における新エネルギー
（太陽光・風力等）の活用 等
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CO2排出量
【百万t-CO2/年】

260百万t-CO2/年

217百万t-CO2/年

257百万t-CO2/年

②

①

③

④

2005年から2010年までの走行量の増加によるCO2排出量の増加分

①自動車単体燃費向上による削減

これ以外にも、車線幅員の減少・流入抑制等による削減が可能

④他の施策（バイオマス燃料の導入、輸送の効率化等）

③ITSの活用、路上工事の縮減等　　約100万t-CO2/年 減

②主要渋滞ポイント対策や環状道路整備により　　約700万t-CO2/年 減

CO2削減アクション
プログラム

凡例

※ 2004～2005年のCO2排出量は1999～2003年のトレンドより推計

※１ 目標：京都議定書達成計画の目標

目標※１

1990 1995 1997 2000 2003 2005 2010 2012
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環境負荷の小さい交通体系の構築環境負荷の小さい交通体系の構築

◇平成22（2010）年度における運輸部門の温室効果ガス排出量を２億5000万トン※とする（京都議定書目標達成計画）
※基準年（1990年度）の排出量２億1700万トンの＋15.1％

◇経済産業省等との連携により、改正省エネ法によるエネルギー管理の徹底、グリーン物流の推進、通勤交通マネジ
メント等の施策を実施

通勤交通マネジメント等による
公共交通機関の利用促進

自家用自動車から環境負荷の小さい
交通モード等への転換をより強く図っ
ていくため、企業等交通サービスの
需要サイドにおける取組みを促進

グリーン物流の推進

荷 主 物流事業者連 携

荷主企業と物流事業者が連携協働して
行うCO2排出削減プロジェクトを支援

［想定されるモデル事業例]
中小荷主を含めたオープン参加型で
モーダルシフトを行うプロジェクトへの
支援

３PL事業により物流システムの全体
最適化を図るプロジェクトへの支援

共同輸配送・拠点の再配置等により
CO2排出削減を図るプロジェクトへの
支援 等

「パートナーシップ会議」の開催

［支援例］

※単位貨物輸送量あたりの既存船と電気推進船の
CO2排出量比較

既存船

スーパーエコシップ

約１５％の
省エネ効果
（※）

舵と軸プロペラ

貨物スペース

大型で低速の
ディーゼルエンジン
で駆動

ポッドプロペラ

貨物スペース

電気推進
小型で中速のディーゼルエ

ンジン複数で発電

内航船舶、貨物鉄道について
省エネ設備等の導入を支援

モーダルシフト機関の
グリーン化

［想定される事例］
低公害バス等の活用による通勤
交通の公共交通利用転換、カー
シェアリング推進

商店街、観光地等におけるマイ
カー利用者の公共交通利用転換
等

SHIFT
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雪氷輸送物流システムの構築雪氷輸送物流システムの構築

◇ 北海道の雪氷を片荷輸送による輸送余力を利用して大都市圏に輸送し、臨海部の冷房熱源として利用する技術的検証

北海道の資源

・冬期の除雪や冷気により豊富な
冷熱源を確保

雪氷輸送物流システムの構築・技術的検証

①冬期間の冷気を
活用し製氷、簡易
な方法で保存

②復荷の確保できないトレーラー
等が、乗船前に氷を積み込む

 

③苫小牧からフェ

リー等を利用

氷

 

⑤地域のオフィ
スビルに冷熱供
給（エコアイスシ
ステムを利用）

物流の課題

・大都市圏→北海道（積載満載）
・北海道→大都市圏（空荷）
＊物流コストの増大

大都市圏の現状

・ヒートアイランド現象の拡大
・ＣＯ２排出量の増加
・エコアイス冷房※の普及

安価な雪氷等の
確保・貯蔵

雪氷等の冷熱源輸送

雪氷等を利用した効率
的な冷房システム

・物流の効率化によるコストの
低減

・雪氷冷熱関連産業の創出

・ヒートアイランド現象の抑制
・CO2排出量の抑制
・自然冷熱エネルギーによる
冷房

北海道における効果

大都市圏における効果

雪氷輸送物
流システム
の構築

産地システム

輸送システム

利用システム④大都市圏臨海部
需要地へ輸送

（財）ヒートポンプ蓄熱センター

増加する蓄熱式空調システム

２１，３２９件

苫小牧、東京間の片荷輸送

（独）開発土木研究所（Ｈ９）

苫小牧→東京

東京→苫小牧

豊富な冷熱源

 

※エコアイス冷房

深夜電力を利用して製氷し蓄熱

槽に蓄え冷房に利用する冷房自然冷気での結氷

蓄熱槽に蓄えられた氷

物流のアンバランス
（片荷輸送）

氷蓄熱槽
苫小牧～東京間フェリー

（年間氷輸送可能量約３０万トン）の場合
一般家庭４０００世帯分の一年分
冷房熱源に相当

別３０


